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はじめに 

 

 京都府教育委員会では、平成 28年 12月、「学校の組織力向上プラン」を策定

し、「京都式チーム学校の推進」を施策目標に据え、重点施策の一つとして学校

組織マネジメント力の更なる向上に取り組むこととし、その具体策の一つとし

て、小中学校における事務の共同組織の設置促進を掲げました。 

 

 このプランに基づき、京都式チーム学校推進校を指定して様々な実践研究に

取り組むこととし、平成 29 年度から綾部市の何北中学校ブロック（平成 30 年

度まで）、平成 30年度から木津川市の木津南中学校ブロック、平成 31年度から

は５つの教育局管内全てにおいて、共同学校事務室の設置に向けた実践研究に

取り組んでいます。 

 

 また、京都府総合教育センターでは、平成 23年度から学校事務職員担当の人

材育成アドバイザーを配置して研修講座の充実に取り組むとともに、平成 25年

度には事務職員の研修体系を新たに整備して、教員同様に単位制履修制度を導

入しました。 

さらに、従来から実施している新規採用者研修等の講座に加えて、平成 27年

度からは、チーム学校推進の観点から「チーム学校」講座を開設するなど、事

務職員を対象とした研修内容の刷新に努めています。 

 

府内の市町（組合）教育委員会においては、近年の取組として、例えば、福

知山市教育委員会では、平成 28年度から学校事務メンター制度を活用した事務

の共同実施に先行的に取り組んでおり、京丹後市教育委員会では、平成 30年度

から京丹後市「共同学校事務室」設置研究推進事業として網野学園において独

自に共同学校事務室の設置に向けた実践研究を行っています。 

 

こうした中で、平成 29年３月には学校教育法及び地方教育行政の組織及び運

営に関する法律が改正され、学校事務職員の職務規定が見直されるとともに、

共同学校事務室が法制化されました。 

 

この冊子は、各市町（組合）教育委員会において共同学校事務室を設置する

に当たっての参考となるよう作成したものであり、各学校の組織力・教育力の

向上に向けた取組の一助となることを願うものです。 
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１ 学校事務職員への期待 

  

 これからの学校は、複雑化・多様化した教育課題に的確に対応していくた

め、教諭だけではなく、事務職員をはじめ多様な専門性を持ったスタッフが

連携・協働する体制を整備していくことが必要とされています（「チームと

しての学校」）。 

 

 国立教育政策研究所の調査によれば、教育委員会が今後重視する学校事務

職員の資質・能力として、「学校全体を見渡し問題を発見し解決する思考力」

や「事務室・共同実施組織でチームとして成果を出す力」といったものが挙

げられています（【参考１】参照）。 

 

【参考１】「義務教育諸学校の学校事務職員の職務の明確化・人事・人材育成

に関する調査報告書」国立教育政策研究所（2015） 

 

 

■教育委員会が『現在』重視する学校事務職員の資質・能力 

１位 正確・迅速な事務処理能力 

２位 学校事務職員としての志・責任感 

３位 人事・給与・福利厚生等に関する知識 

４位 勤務校での同僚・児童生徒とのコミュニケーション力 

５位 予算執行に関する知識 

 

 

 

■教育委員会が『今後』重視する学校事務職員の資質・能力 

１位 学校全体を見渡し問題を発見し解決する思考力 

２位 教育委員会、保護者・地域などと渉外・交渉・連携する力 

３位 事務室・共同実施組織でチームとして成果を出す力 

４位 学校教育目標・教育課程を踏まえた仕事を遂行する力 

５位 危機管理に関する知識 

 

 

 そうした中で、平成 29年３月には学校教育法が改正され、学校事務職員

の職務について「事務に従事する」から「事務をつかさどる」へと職務規定

が見直されました。 
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その趣旨は、「教育指導面や保護者対応等により学校組織マネジメントの

中核となる校長、教頭等の負担が増加するなどの状況にあって学校における

マネジメント機能を十分に発揮できるようにするため、学校組織における唯

一の総務・財務等に通じる専門職である事務職員の職務を見直すことにより、

管理職や他の教職員との適切な業務の連携・分担の下、その専門性を生かし

て学校の事務を一定の責任をもって自己の担任事項として処理することと

し、より主体的・積極的に校務運営に参画することを目指すもの」であると

されています。 

 

 また、職務規定の見直しに併せて、地方教育行政の組織及び運営に関する

法律も改正され共同学校事務室が法制化されました。共同学校事務室には、

事務職員の育成及び資質の向上、事務処理の標準化・効率化、事務職員の校

務運営への参画の促進など、学校の組織力の強化につながる効果が期待され

ています。 

 

 現在、教員が児童生徒の指導業務に加えて、様々な校務運営の業務に従事

している中で、学校事務職員が、より一層業務改善をはじめとする校務運営

へ参画することにより、教員が子どもと向き合いしっかりと指導できる環境

づくりを推進することが大切です。 

 

 事務職員には、その学校運営事務に関する専門性を生かしつつ、より広い

視点に立って、校務運営について副校長・教頭とともに校長を補佐する役割

を果たすとともに、主体的・積極的に校務運営に参画する新しい学校事務職

員像を描き、これまでの業務を創造的に再構成していくことが求められてい

ます。 

 

さらに、これからの社会は人工知能（AI）やロボティクス等の先端技術が

高度化してあらゆる産業や社会生活に取り入れられ、社会の在り方そのもの

が現在とは劇的に変わるとされる Society 5.0 の到来が予想されています。

このような社会の構造的変化に対応するため、事務職員には他の事務職員と

の協働を通じて知識やアイディアを共有し新しい解や納得解を生み出す力

といった変化に対応する力を身につけ、校務運営に参画していくことが期待

されます。 
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【参考２】事務職員に関するこれまでの主な提言・制度改正 

【学校事務職員年表】 

◆戦前 ・旧制の中学校では書記という名前で事務職員が置かれていた。 

・国民学校には事務職員は配置されていなかった。 

 「小学校長及教員職務及服務規則（明治 24年 11月 17日）」他 

  第三条 正教員及准教員ハ児童ノ教育ヲ担任シ竝之ニ属スル事

務ヲ掌ルベシ 

◆昭和 22年 「学校教育法」の制定＝小・中学校に学校事務職員を配置 

・事務職員は、事務に従事する。 

「国民学校において、教員が学校に関する庶務に忙殺されて、そ

の担当する教育の成果を十分に挙げ得なかったような実情に対

処するために特に事務に従事する職員を置いたのである」（当時

の文部省庶務課長内藤誉三郎『学校教育法解説』） 

◆昭和 51年 「学校教育法施行規則」の改正＝『事務主任』の制度化 

 ・小中学校には、事務主任を置くことができる。 

 ・事務主任は、事務職員をもつて、これに充てる。 

 ・事務主任は、校長の監督を受け、事務をつかさどる。 

◆平成 10年 「今後の地方教育行政の在り方について」（中央教育審議会答申） 

学校の事務・業務の効率化→「学校事務の共同実施」を推進 

◆平成 16年 「学校の組織運営の在り方について」（作業部会の審議のまとめ） 

学校事務職員は、より効果的、効率的な事務処理を図り、学校経

営の専門スタッフとして中心的な役割を担うことが期待される。 

◆平成 17年 「新しい時代の義務教育を創造する」（中央教育審議会答申） 

事務の共同実施や共同実施組織に事務長を置くことを検討するな

ど、学校への権限委譲を更に進めるための事務処理体制の整備を進

めることが必要 

◆平成 19年 「今後の教員給与の在り方について」（中央教育審議会答申） 

・教員が抱える事務負担を軽減するため、事務職員が学校運営に

一層積極的に関わることが必要 

 ・教育委員会の判断により大規模な学校や事務の共同実施組織に

事務長（仮称）を置くことができるよう制度を整備 

◆平成 21年 「学校教育法施行規則」の改正＝事務長の制度化 

 ・小中学校には、事務長又は事務主任を置くことができる。 

 ・事務長及び事務主任は、事務職員をもつて、これに充てる。 

・事務長は、校長の監督を受け、事務職員その他の職員が行う事

務を総括し、その他事務をつかさどる。 
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◆平成 27年 「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について」 

（中央教育審議会答申） 

・事務職員について、管理職を補佐して学校運営に関わる職とし

て、学校教育法上の職務規定を見直し 

・学校の事務機能強化を推進するため、事務の共同実施組織につ

いて、法令上明確化 

◆平成 29年 「学校教育法」の改正 

・事務職員の職務規定の見直し 

   事務に『従事』する→事務を『つかさどる』 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正 

・『共同学校事務室』の法制化 

◆平成 31年 「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築

のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について」

（中央教育審議会答申） 

・学校における働き方改革の推進に当たっては、事務職員の校務

運営への参画を一層拡大することが必要 

・事務職員は、その学校運営事務に関する専門性を生かしつつ、

より広い視点に立って、学校運営について副校長・教頭ととも

に校長を補佐する役割を果たすことが期待される。 

 

「新しい時代の初等中等教育の在り方について」 

（中央教育審議会へ諮問） 

チーム学校の実現等に向けた教職員や専門的人材の配置、教師を

支援し教育の質を高めるICT環境や先端技術の活用を含む条件整備

の在り方の検討 
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「チームとしての学校」 

学校が、複雑化・多様化した課題を解決し、子供に必要な資質・能力を育ん

でいくためには、学校のマネジメントを強化し、組織として教育活動に取り組

む体制を創り上げるとともに、必要な指導体制を整備することが必要である。 

その上で、生徒指導や特別支援教育等を充実していくために、学校や教員が

心理や福祉等の専門スタッフ等と連携・分担する体制を整備し、学校の機能を

強化していくことが重要である。 

このような「チームとしての学校」の体制を整備することによって、教職員

一人一人が自らの専門性を発揮するとともに、心理や福祉等の専門スタッフ等

の参画を得て、課題の解決に求められる専門性や経験を補い、子供の教育活動

を充実していくことが期待できる。 

事務職員には、その専門性等も生かしつつ、より広い視点に立って、副校長・

教頭とともに校長を学校経営面から補佐する学校運営チームの一員として役割

を果たすことが期待される。 

「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について」 

（平成 27年 12月 21日中央教育審議会答申） 

 

「地域学校協働活動の推進に向けたガイドライン」文部科学省より 
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「働き方改革」 

○ 学校における働き方改革の目的は、教師のこれまでの働き方を見直し、

自らの授業を磨くとともに日々の生活の質や教職人生を豊かにすること

で、自らの人間性や創造性を高め、子供たちに対して効果的な教育活動を

行うことができるようになること。 

○ 学校における働き方改革の推進に当たっては、事務職員の校務運営への

参画を一層拡大することが必要である。事務職員は、その学校運営事務に

関する専門性を生かしつつ、より広い視点に立って、学校運営について副

校長・教頭とともに校長を補佐する役割を果たすことが期待されている。

文部科学省や教育委員会は、権限と責任をもった事務長をはじめとした事

務職員の配置の充実を図るとともに、庶務事務システムの導入や共同学校

事務室の設置・活用などを推進し、事務職員の質の向上や学校事務の適正

化と効率的な処理、事務機能の強化を更に進めるべきである。 

 

「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学

校における働き方改革に関する総合的な方策について」 

（平成 31年１月 25日中央教育審議会答申） 
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２ 共同学校事務室とは 

  

共同学校事務室とは、各市町（組合）教育委員会の所管に属する学校のう

ち、その指定する二以上の学校に係る事務を当該学校の事務職員が共同処理

するための組織です。 

 共同学校事務室設置の目的・効果としては、事務処理の適正化（相互チェ

ック機能によるミス・不正の防止）、学校事務の標準化・効率化、学校のマネ

ジメント機能の強化などがあります（「３ 共同学校事務室の段階」を参照）。 

 

  〈共同学校事務室のイメージ〉 

 
 ※中央教育審議会「学校における働き方改革特別部会」第 12回配布資料より 

 

  〈参考：２中学校区以上で構成〉 
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３ 共同学校事務室の段階 

 

 共同学校事務室は、「Ⅰ 導入期」、「Ⅱ 充実期」、「Ⅲ 発展期」の３期を

想定しつつ、その取組を深めていくことが望まれます。 

 

 

 

「Ⅰ 導入期」 

 導入期では、ミスや不正防止等の事務処理の適正化、学校間での事務処理の

標準化、学校事務の効率的な実施、共同学校事務室でのＯＪＴによる事務職員

の育成及び資質の向上などの効果が期待されます。 

 

「Ⅱ 充実期」 

 充実期では、学校経営に参画する視点から各学校の教頭と連携し、予算執行

計画の共同作成、物品の共同購入・使用等による予算執行・資源の効率化のほ

か、「Ⅰ 導入期」での取組を進めることにより生じた資源（モノ・カネ・時

間など）を活用して他の教職員との役割分担を見直し、教員の負担軽減を図る

ことや、地域社会との渉外業務を担うなど地域連携機能を発揮することが期待

されます。 

 

「Ⅲ 発展期」 

 発展期は、共同学校事務室を構成する学校を地域で経営する視点を持って、

各学校の校長、教頭及び教務主任が経営メンバーとなり、地域の学校経営本部

としての役割を発揮することが重要となります。 

コンセプト 経営メンバー 室長・職員 共同学校事務室の効果

①事務処理の適正化
　（相互チェック機能によるミス・不正の防止）
②学校事務の標準化・効率化
③事務職員の人材育成
　（若手職員へのアドバイス、同僚間の切磋琢磨）
①予算執行・資源の効率化（統一、分有、共有、
　 授受）、施設の適正管理
②教員の負担軽減
　（教頭・教員との役割分担と連携）
③地域連携担当機能の発揮
①社会に開かれた教育課程の実施
　（地域資源の管理）
②地域内の小中連携等の推進
③家庭・地域との役割分担と連携協働の推進、
　 コミュニティースクール
④学校評価
⑤危機管理

各学校の
事務職員

各学校の
事務職員

Ⅰ
導
入
期

Ⅱ
充
実
期

Ⅲ
発
展
期

適正化
効率化
人材育成

学校経営参画
教員の負担軽減

学校経営本部

－

各学校の教頭

各学校の校長、
教頭、教務主任

各学校の
事務職員
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発展期では、共同学校事務室が学校評価・危機管理に係る業務、地域社会と

学校が協働する際の推進役を担うなど効果的な学校経営を行うための中核組

織として機能することが期待されます。また、教育課程の実施に当たって必要

となる人的・物的資源を効果的に組み合わせていく機能も期待されています。 
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「社会に開かれた教育課程」 

① 社会や世界の状況を幅広く視野に入れ、よりよい学校教育を通じてより

よい社会を創るという目標を持ち、教育課程を介してその目標を社会と共

有していくこと。 

② これからの社会を創り出していく子供たちが、社会や世界に向き合い関

わり合い、自分の人生を切り拓いていくために求められる資質・能力とは

何かを、教育課程において明確化し育んでいくこと。 

③ 教育課程の実施に当たって、地域の人的・物的資源を活用したり、放課

後や土曜日等を活用した社会教育との連携を図ったりし、学校教育を学校

内に閉じずに、その目指すところを社会と共有・連携しながら実現させる

こと。 

 

「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の

改善及び必要な方策等について」 

（平成 28年 12月 21日中央教育審議会答申） 
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「コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）」 

コミュニティ・スクールは、学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営

に取り組むことが可能となる「地域とともにある学校」への転換を図るため

の有効な仕組みです。コミュニティ・スクールでは、学校運営に地域の声を

積極的に生かし、地域と一体となって特色ある学校づくりを進めていくこと

ができます。 

  学校運営協議会の主な役割は次のとおりです。 

① 校長が作成する学校運営の基本方針を承認します。 

② 学校運営に関する意見を教育委員会又は校長に述べることができま

す。 

③ 教職員の任用に関して、教育委員会規則に定める事項について、教育

委員会に意見を述べることができます。 

主幹教諭や事務職員には、学校側の総合窓口としてコミュニティ・スクー

ルの運営業務（会議日程の調整・資料作成・議事録の作成等）を担うなど地

域連携担当機能を発揮することが期待されています。また、共同学校事務室

がコミュニティ・スクールの事務局的機能を担うことも考えられます。 

 

「コミュニティ・スクール 2018～地域とともにある学校づくりを目指して～」 

文部科学省      
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「地域学校協働本部」 

地域学校協働本部は、地域と学校が連携・協働して、広く地域住民の参画

により、地域全体で子どもの成長を支え、地域を創生する活動（＝地域学校

協働活動）を推進する体制です。 

子どもたちの豊かな未来を実現していくためには、各地域や学校における

実情や特色を踏まえながら、コミュニティ・スクールと地域学校協働本部と

が、相互に補完し高め合う存在として、両輪となって相乗効果を発揮してい

くことが重要です。 

主幹教諭や事務職員が地域連携の中核を担う職員として、地域学校協働活

動推進員との連絡調整により地域住民等による学校への支援を企画調整する

ことが期待されています。 

 

 
「コミュニティ・スクール 2018～地域とともにある学校づくりを目指して～」 

文部科学省  
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４ 共同学校事務室設置に係る規定整備 

 

 (1) 規則改正のポイント 

   共同学校事務室を設置するには、市町（組合）教育委員会の教育委員会

規則で共同学校事務室を設置することなどについて定める必要があります。 

学校の管理運営規則を改正し、規定整備すべき事項は次のとおりです。 

   

規則で定めるべき事項 根拠 

共同学校事務室の設置 地教行法（※１） 

共同学校事務室を置く学校 地教行法・通知（※２） 

共同処理を行う学校 地教行法・通知 

共同処理を行う事務の具体的内容及び範囲 地教行法施行令・通知 

室長及び職員の具体の発令方法 通知 

※１ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律【資料２】 

※２ 平成 29年３月 31日付け 28文科初第 1854号文部科学事務次官通知【資料３】 

  

  ⇒ 管理運営規則の改正案のモデルは別紙１「○○市（町）立学校の管理

運営に関する規則新旧対照表」のとおり 

 

 (2) 教育長訓令制定のポイント 

   共同学校事務室の運営に当たり、教育長訓令を制定する際のポイントは

次のとおりです。 

  

訓令で定める事項例 内容 

共同学校事務室経営計画 経営計画の策定・評価・報告等を規定 

室長の専決事項 
市町の状況に応じて三手当認定等を室長の

専決事項として規定 

室長の代理決裁事項 
市町の状況に応じて室長の代理決裁事項を

規定 

室長及び職員の服務 服務監督者等について規定 

共同学校事務室協議会 
共同学校事務室協議会の設置・組織等につい

て規定 

 

  ⇒ 教育長訓令案のモデルは別紙２「○○市（町）共同学校事務室運営規

程【教育長訓令】（案）」のとおり 

   教育長訓令で制定する事項の趣旨は「５ 共同学校事務室の組織及び

運営」を参照 
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○○市（町）共同学校事務室運営規程【教育長訓令】（案）

（趣旨）

第１条 この規程は、○○市（町）学校の管理運営に関する規則（平成●年教育委員会

規則第●号。）第22条の２第10項の規定により、共同学校事務室の運営に関し必要な事

項を定めるものとする。

（経営計画及び評価）

第２条 室長は、共同学校事務室の運営に関する経営計画を策定し、教育長に報告しな

ければならない。

２ 室長は、前項の経営計画の実施状況を評価し、教育長に報告しなければならない。

３ 前２項の規定により報告するときは、室長は事前に第６条に規定する共同学校事務

室協議会の意見を聞かなければならない。

（専決事項）

第３条 対象学校の校長の権限に属する事務のうち、室長は、次に掲げる事項を専決す

るものとする。ただし、重要又は異例なものは、この限りでない。

（１） 共同学校事務室の職員の事務分掌に関すること。

（２） 職員の給与等に関する条例（昭和31年京都府条例第28号）第11条及び第12条に

規定する扶養親族の認定に関すること。

（３） 職員の通勤手当に関する規則（昭和33年京都府人事委員会規則６―11）第４条

に規定する確認及び決定に関すること。

（４） 職員の住居手当に関する規則（昭和45年京都府人事委員会規則６―33）第７条

に規定する確認及び決定に関すること。

（５） 前条に定める事務に係る定例的かつ軽易な照会、回答、報告等に関すること。

○ 校長に支出負担行為及び支出命令の権限が委任されている場合は「１件当たりの

金額が○円以内の支出負担行為及び支出命令」といった事項を追加することも考

えられる。

○ 市町（組合）教育委員会の状況に応じて、専決事項を規定・追加する。

（代理決裁）

第４条 室長は、対象学校の校長が不在であり、緊急に処理を要する場合は、次に掲げ

る事項については、対象学校の校長に代わって決裁することができる。ただし、重要

又は異例なものは、この限りでない。

（１） 対象学校に属する予算の範囲内での支出負担行為及び支出命令に関すること。

（２） ･････

別紙２



- 19 -

○ 市町（組合）教育委員会の状況に応じて、代理決裁事項を規定・追加する。

（服務）

第５条 共同学校事務室の室長、室長補佐及び職員の各々が所属する学校以外の対象学

校（以下「兼務校」という。）において業務に従事するときの服務の監督は、当該兼務

校の校長が行う。

（共同学校事務室協議会）

第６条 共同学校事務室の円滑な運営に資するため、共同学校事務室の設置校に共同学

校事務室協議会（以下「協議会」という。）を置く。

２ 協議会は、次に掲げる者で構成する。

（１） 当該対象学校の校長

（２） 当該共同学校事務室の室長

（３） 教育委員会事務局の職員の中から、教育長が指名する者

（４） 前各号に掲げる者のほか、次項に規定する会長が必要と認める者

３ 協議会に会長を置く。

４ 会長は、当該対象学校の校長の中から、教育長が指名する。

５ 協議会は、必要に応じ会長が招集し、次に掲げる事項について協議する。

（１） 当該共同学校事務室の経営計画に関すること。

（２） 当該共同学校事務室が所掌する予算の編成及び執行に関すること。

（３） 当該共同学校事務室が所掌する施設管理及び設備維持の業務に関すること。

（４） 共同学校事務室による効果的かつ効率的な事務処理に関すること。

（５） 前各号に掲げるもののほか、共同学校事務室の運営に関すること。

６ 協議会の庶務は、会長が指定する対象学校において処理するものとする。

（その他）

第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

附 則

この訓令は、令和●年●月●日から施行する。

別紙２
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５ 共同学校事務室の組織及び運営 

 

 

(1) 共同学校事務室の組織 

① 共同学校事務室は、室長及び職員で構成され、対象学校の事務職員か

ら市町（組合）教育委員会が任命します。 

※府費負担教職員を室長及び職員に任命する場合は、京都府教育委員会

の同意を得る必要があります（【資料６】参照）。 

② 共同学校事務室には、室長補佐を置くことも可能です。 

③ 室長は、室務をつかさどり、市町（組合）教育委員会や対象学校の校

長等と連携して、共同学校事務室を運営することが必要です。 

 

 

 (2) 共同学校事務室の運営 

   ア 室長は、共同学校事務室の運営に関する経営計画を策定します。 

     経営計画は、共同学校事務室で取り組む目的を室長及び職員で共有し、

職員が業務に取り組む方向性と自らの位置づけを理解するとともに、業

務の進捗管理に役立てることにより効果的かつ円滑な運営を行うための

ものです。 

   イ 経営計画の実施状況を評価し、教育長に報告します。 

     室長は、経営計画に関する報告をするときは、事前に共同学校事務室 

協議会の意見を聞いた上で行います。 

ウ 共同学校事務室を円滑に運営するため、共同学校事務室協議会を設置

します。 

  共同学校事務室協議会は、共同学校事務室の重要事項を決定するとと

もに、共同学校事務室での経営計画の内容や取組内容を関係者間で共有

し、共同学校事務室の取組への理解を広げ、共同学校事務室を円滑に運

営するために設置するものです。 

エ 共同学校事務室の運営に当たっては、事務職員以外の教職員の理解を

得ながら、連携協働して進める必要があります。 

オ 共同学校事務室の業務の処理に当たっては、職務担当制を導入するこ

とが効果的です。 
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【職務担当制】 

 職務担当制とは、今まではそれぞれの学校の事務職員が学校単位で処理して

いた業務を共同学校事務室で処理するに当たり、職務担当者（グループ）が対

象学校内の、その所掌事務を総括して処理（例えば、給与担当、経理担当、福

利担当など）する方法です。 
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令和元年７月 31日「教職員の働き方改革フォーラム」三重県松阪市資料より 
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共 同 学 校 事 務 室 

京 都 府 教 育 委 員 会 

市 町 （ 組 合 ） 教 育 委 員 会 

【会長】 

対象学校の校長から教育長が指名 

【構成員】 

・対象学校の校長 

・室長 

・教育委員会事務局の職員 

・その他必要と認める者 

 

 

共同学校事務室協議会 

【協議事項】 

・共同学校事務室の経営計画 

・共同学校事務室所掌予算の編成 

  など 

連携、同意事務 

連携 

共通理解、連携、運営方針協議 

・校長会 

・教頭会 

・教務主任会 

・事務職員研究会 他 

室長補佐 

室長 

□□担当 

ｃ職員 

ｄ職員 

連絡調整

共通理解 

連携 

助言 

支援 

共通理解 

連携 

助言 

支援 

◇◇担当 

ｅ職員 

ｆ職員 

〇〇担当 

ａ職員 

ｂ職員 
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６ 共同学校事務室の所掌事務 

 

共同学校事務室の所掌事務は、地教行法施行令第７条の２に示されていま

す。具体的には、備品の共同購入の事務、給与及び旅費の支給事務が挙げら

れていますが、これ以外に共同処理により効果的な処理が図られる事務を市

町（組合）教育委員会において教育委員会規則で定めることにより共同学校

事務室の所掌事務とすることができます。 

なお、所掌事務の実施に当たって、室長は、特定の職員に対し過度に業務

が集中することがないよう共同学校事務室内での業務の平準化、標準化に努

める必要があります。 

 

  

地教行法施行令 

第７条の２ 
所掌事務 

第１号 
対象学校において使用する教材、教具その他の備品の共同

購入に関する事務 

第２号 対象学校の教職員の給与及び旅費の支給に関する事務 

第３号 

対象学校の運営の状況又は当該対象学校の所在する地域の

状況に照らして、共同学校事務室において共同処理するこ

とが当該事務の効果的な処理に資するものとして教育委員

会規則で定める事務 

 

 

 

 

第３号の事務の例示 具体的な事務 

対象学校の学校運営に係る事務の企

画、立案、連絡調整、渉外に関するこ

と。 

○ 職員会議への参画 

校内会議への参画 

○ 渉外・広報 

○ 地域との連携・協働 

○ 式典・学校行事 

○ 調査・統計事務 

○ 教育委員会との連絡調整 

その他の官公署との連絡調整 

○ 学校事務全般に係る指導・助言 
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対象学校の文書の収受その他の文書管

理、公文書の審査、情報の公開、個人

情報の保護に関すること。 

○ 文書の収受・発送・保存・廃棄

公開 

○ 文書の審査 

○ 学校備付表簿等の管理・保存 

○ 証明事務 

対象学校の教職員の福利厚生に関する

こと。 

○ 公立学校共済組合事務 

○ 教職員互助組合事務 

○ 社会保険事務 

○ 公務災害事務 

対象学校の財務及び会計に関するこ

と。 

○ 学校予算の編成・執行・調整 

○ 決算 

○ 学校施設の維持・管理 

○ 物品の管理 

○ 学校徴収金事務 

○ 監査・検査関係事務 

共同学校事務室において処理すること

が当該事務の効果的な処理に資するも

のと認められる事務に関すること。 

○ 就学援助費・就学奨励費事務 

○ 地域の事務職員への指導助言等 

 

 

 

７ 事務職員の研修 

         

(1) 京都府総合教育センターでの研修 

平成 23 年度から学校事務職員担当の人材育成アドバイザーを配置して

研修講座の充実に取り組むとともに、平成 25 年度には事務職員の研修体

系を新たに整備して、教員同様に単位制履修制度を導入しました。 

さらに、従来から実施している新規採用者研修等の講座に加えて、平成

27年度からは、学校経営に参画する一員としての自覚を高め、校務運営に

必要な協働を学び、実践する能力を養うため「チーム学校」講座を開設し、

平成 30 年度からは、実際の校務における同講座の有用性を更に高めるた

め事務職員・教員合同で実施しています。 

なお、現在、事務職員研究会等からの依頼により、アドバイザーが「出

前講座」を行い、今後の学校教育における事務職員の役割、事務の共同実

施の必要性などについて講義、演習を行っています。 
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  ○学校事務職員を対象とした主な研修講座      

対象者 講座名 ねらい 

新規採用者研修 

学校事務職員１ 職務に必要な実務の基本を習得する。 

学校事務職員２ 基本的なビジネスマナーを習得する。 

学校事務職員３ 実務能力を養い正確な事務処理を習得する。 

中核職員養成研修 

チーム学校講座Ⅰ-教員と事務職員の協働- 

学校経営参画への自覚を高め、実践する能力

を養う。 

チーム学校講座Ⅱ-教員と事務職員の協働- 

チーム学校講座Ⅲ-教員と事務職員の協働- 

チーム学校講座Ⅳ-教員と事務職員の協働- 

実務初任者（2～6年目） 学校事務職員（実務初任者向け）講座 実務能力を養い正確な事務処理を習得する。 

事務職員 学校事務職員講座 学校経営の参画意識を高め、課題把握と実践力

を養う。 事務職員（主事・主任） 学校事務職員講座（指定） 

事務職員（2～4年目） 学校事務職員パワーアップ講座 教育活動への貢献、政策立案意識を高める。 

 

(2) 共同学校事務室でのＯＪＴ 

 ＩＣＴの急速な進展をはじめ社会の急激な変化に対応するためには、絶

えず知識を刷新していくことが必要です。日常的に共同学校事務室の業務

を処理する中で、ベテラン事務職員から若手事務職員にノウハウを継承し

ていくとともに、ベテラン事務職員と若手事務職員が互いに学び合い切磋

琢磨しながら、連携し合っていくことで、その資質能力の向上を図ってい

くことが重要です。 

 



【資料１】 

 

○学校教育法（抄） 

 

(昭和二十二年三月三十一日) 

(法律第二十六号) 

 

第三十七条 小学校には、校長、教頭、

教諭、養護教諭及び事務職員を置かな

ければならない。 

14 事務職員は、事務をつかさどる。 

 (昭三六法一六六・昭四九法七〇・平一

六法四九・一部改正、平一九法九六・旧

第二十八条繰下・一部改正、平二九法五・

一部改正) 

 

（中学校・義務教育学校に準用されている） 

 

○学校教育法施行規則（抄） 

 

(昭和二十二年五月二十三日) 

(文部省令第十一号) 

 

第四十六条 小学校には、事務長又は事

務主任を置くことができる。 

２ 事務長及び事務主任は、事務職員を

もつて、これに充てる。 

３ 事務長は、校長の監督を受け、事務

職員その他の職員が行う事務を総括す

る。 

４ 事務主任は、校長の監督を受け、事

務に関する事項について連絡調整及び

指導、助言に当たる。 

（中学校・義務教育学校に準用されている） 

 

 

【資料２】 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関

する法律（抄） 

 

(昭和三十一年六月三十日) 

(法律第百六十二号) 

 

第四十七条の五 教育委員会は、教育委

員会規則で定めるところにより、その

所管に属する学校のうちその指定する

二以上の学校に係る事務(学校教育法第

三十七条第十四項(同法第二十八条、第

四十九条、第四十九条の八、第六十二

条、第七十条第一項及び第八十二条に

おいて準用する場合を含む。)の規定に

より事務職員がつかさどる事務その他

の事務であつて共同処理することが当

該事務の効果的な処理に資するものと

して政令で定めるものに限る。)を当該

学校の事務職員が共同処理するための

組織として、当該指定する二以上の学

校のうちいずれか一の学校に、共同学

校事務室を置くことができる。 

２ 共同学校事務室に、室長及び所要の

職員を置く。 

３ 室長は、共同学校事務室の室務をつ

かさどる。 



４ 共同学校事務室の室長及び職員は、

第一項の規定による指定を受けた学校

であつて、当該共同学校事務室がその

事務を共同処理する学校の事務職員を

もつて充てる。ただし、当該事務職員

をもつて室長に充てることが困難であ

るときその他特別の事情があるときは、

当該事務職員以外の者をもつて室長に

充てることができる。 

５ 前三項に定めるもののほか、共同学

校事務室の室長及び職員に関し必要な

事項は、政令で定める。 

(平二九法五・追加) 

《令和２年４月１日から第四十七条の四に繰上げ》 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関

する法律施行令（抄） 

 

(昭和三十一年六月三十日) 

(政令第二百二十一号) 

 

(法第四十七条の五第一項の政令で定め

る事務) 

第七条の二 法第四十七条の五第一項の

政令で定める事務は、次に掲げるもの

とする。 

一 当該共同学校事務室がその事務を

共同処理する学校(以下「対象学校」

という。)において使用する教材、教

具その他の備品の共同購入に関する

事務 

二 対象学校の教職員の給与及び旅費

の支給に関する事務 

三 前二号に掲げるもののほか、対象

学校の運営の状況又は当該対象学校

の所在する地域の状況に照らして、

共同学校事務室において共同処理す

ることが当該事務の効果的な処理に

資するものとして教育委員会規則で

定める事務 

(平二九政一二八・追加) 

 

(共同学校事務室の室長及び職員) 

第七条の三 市町村の教育委員会は、法

第四十七条の五第四項の規定により共

同学校事務室の室長及び職員に対象学

校の事務職員をもつて充てようとする

場合において、当該事務職員が県費負

担教職員であるときは、その任命権者

の同意を得なければならない。同項た

だし書に規定する場合において、当該

事務職員以外の者をもつて室長に充て

るときも、同様とする。 

(平二九政一二八・追加) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【資料３】 

 

義務教育諸学校等の体制の充実及び

運営の改善を図るための公立義務教

育諸学校の学級編成及び教職員定数

の標準に関する法律等の一部を改正

する法律等の施行について（平成 29

年３月 31 日付け 28 文科初第 1854 号

文部科学事務次官通知）〈抜粋〉 

 

第三 学校教育法及び就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律の

一部改正（改正法第３条） 

 

 １ 改正の概要 

   事務職員の職務について、事

務をつかさどるものとすること。

（学校教育法新第 37 条第 14 項

関係、就学前の子どもに関する

教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律第 14 条第 15

項関係）    

 

 ２ 留意事項 

   今回の改正は、教育指導面や

保護者対応等により学校組織マ

ネジメントの中核となる校長、

教頭等の負担が増加するなどの

状況にあって、学校におけるマ

ネジメント機能を十分に発揮で

きるようにするため、学校組織

における唯一の総務・財務等に

通じる専門職である事務職員の

職務を見直すことにより、管理

職や他の教職員との適切な業務

の連携・分担の下、その専門性

を生かして学校の事務を一定の

責任をもって自己の担任事項と

して処理することとし、より主

体的・積極的に校務運営に参画

することを目指すものである。 

   なお、今回の改正により、事

務職員に過度に業務が集中する

ことにならないよう、共同学校

事務室の仕組みの活用等も含め

て業務の効率化を進めるととも

に、新たな職務を踏まえ、資質、

能力と意欲のある事務職員の採

用、研修等を通じた育成に一層

努めること。 

   また、学校教育法新第 37 条第

14 項は同法第 28 条、第 49 条、

第 49 条の８、第 62 条、第 70 条

第１項、第 82 条、第 114 条及び

第 123 条において準用されてお

り、幼稚園、中学校、義務教育

学校、高等学校、中等教育学校、

特別支援学校、大学及び高等専

門学校の事務職員の職務につい

ても、本改正の対象となってい

ること。 

 

第四 地方教育行政の組織及び運営

に関する法律の一部改正（改正

法第４条）、同法律施行令の一

部改正（改正令第３条）並びに

同法律第 47 条の６第１項ただし

書に規定する二以上の学校の運



営に関し相互に密接な連携を図

る必要がある場合を定める省令 

 

（１）共同学校事務室 

 

 １ 改正の概要 

  ① 教育委員会は、教育委員会

規則で定めるところにより、

その所管に属する学校のうち

その指定する二以上の学校に

係る事務（学校教育法第 37 条

第 14 項の規定により事務職員

がつかさどる事務その他の事

務であって共同処理すること

が当該事務の効果的な処理に

資するものとして政令で定め

るものに限る。）を当該学校

の事務職員が共同処理するた

めの組織として、当該指定す

る二以上の学校のうちいずれ

か一の学校に、共同学校事務

室を置くことができることと

すること。（地方教育行政の

組織及び運営に関する法律

（以下「地教行法」という。）

新第 47 条の５第１項関係） 

    また、「共同処理すること

が当該事務の効果的な処理に

資するものとして政令で定め

るもの」とは、教材、教具そ

の他の備品の共同購入に関す

る事務、教職員の給与及び旅

費の支給に関する事務、その

他共同学校事務室において共

同処理することが効果的な処

理に資するものとして教育委

員会規則で定めるものである

こと。（地教行法施行令新第

７条の２関係） 

  ② 共同学校事務室に、室長及

び所要の職員を置くこととし、

室長は、共同学校事務室の室

務をつかさどるものとするこ

と。（地教行法新第 47 条の５

第２項及び第３項関係） 

  ③ 共同学校事務室の室長及び

職員は、①による指定を受け

た学校であって、当該共同学

校事務室がその事務を共同処

理する学校の事務職員をもっ

て充てるものとすること。（地

教行法新第 47 条の５第４項関

係） 

  ④ ②及び③のほか、共同学校

事務室の室長及び職員に関し

必要な事項として、地教行法

施行令において、市町村の教

育委員会が、県費負担教職員

を共同学校事務室の室長又は

室員に充てようとする場合に

は、その任命権者である都道

府県教育委員会の同意を得な

ければならないこととしたこ

と。（地教行法施行令新第７

条の３関係） 

 

 ２ 留意事項 

  ① 学校事務の共同実施は、現

在でも各教育委員会における

自主的な運用として行われて

おり、ミスや不正の防止、学

校間の事務処理の標準化、事



務職員の職務遂行能力の向上

等の効果が見られるところで

あるが、実施に当たっての権

限・責任関係が明確でない、

共同実施を行う業務の範囲が

曖昧であるといった課題があ

る。 

    この度の共同学校事務室

（以下「事務室」という。）

の制度化により、事務の共同

処理の実施に係る責任・権限

関係の明確化、共同学校事務

室でのＯＪＴの実施による事

務職員の育成及び資質の向上

など、事務処理のさらなる効

果的な実施や事務体制の強化

が期待されること。 

  ② 事務室の設置に当たっては、

事務室を置く学校及び事務の

共同処理を行う学校名、共同

処理を行う事務の具体的内容

及び範囲等について、教育委

員会規則で定めること。 

  ③ 事務室の室長及び職員は、

事務の共同処理を行う学校の

事務職員をもって充てること

としており、学校の事務職員

として任用されていることを

前提としたものであること。

具体の発令方法については、

事務室を設置する教育委員会

の規則等に基づいて行うこと。 

  ④ 第 47 条の５第１項「事務職

員がつかさどる事務その他の

事務」とは、事務職員が処理

することとされている事務の

ほか、例えば、事務の共同処

理の対象となる学校の校長等

に、地方自治法第 180 条の２

の規定等により委任されてい

る予算執行事務等の校務が含

まれること。このため、校務

以外の事務を事務室の事務と

することは想定されないこと。 

  ⑤ 第 47 条の５第４項「室長に

充てることが困難であるとき

その他特別の事情があると

き」とは、例えば、事務室を

設置して事務の共同処理を行

う学校の事務職員に経験の浅

い職員しかおらず、適任者が

いない場合などが考えられる

こと。このような場合には、

例えば、事務室が置かれる学

校の校長が室長を兼ねること

などを想定していること。 

  ⑥ 事務室の室長は、事務の共

同処理を行う際に、各学校の

意向を踏まえられるよう、各

学校の校長等と連携を図るこ

と。また、教育委員会も、事

務室及び各学校の校長等との

連携を図り、適宜必要な支援

を行うこと。 

 

 

 

 



【資料４】 

 

○義務教育諸学校等の体制の充実及

び運営の改善を図るための公立義務

教育諸学校の学級編制及び教職員定

数の標準に関する法律等の一部を改

正する法律案に対する附帯決議 

 

平成二十九年三月十五日 

衆議院文部科学委員会 

 

政府及び関係者は、本法の施行に当

たり、次の事項について特段の配慮を

すべきである。 

 

一 学校現場を取り巻く課題が複雑困難

化し、教職員の長時間勤務が常態化して

いる実態を踏まえ、教職員の働き方改革

を実現するとともに教育の質を更に高め

ていく観点から、教職員定数の計画的な

改善に努めること。また、いじめ対策や

貧困による教育格差の解消など、学校が

対応しなければならない新たな教育課題

が増大している実態に鑑み、児童生徒に

対するきめ細かで質の高い教育を実現す

るため、必要かつ十分な数の加配教職員

が配置できるよう定数を確保すること。 

 

【中略】 

 

六 事務職員の職務に関する規定の見直

しや共同学校事務室の制度化の意義につ

いて、地方公共団体に対し周知徹底する

こと。その際、事務職員が一定の責任を

持って主体的、積極的に学校運営に参画

することにより、学校の機能強化が図ら

れる点について理解を得るよう努めるこ

と。また、事務職員が学校運営に関わる

職としてその専門性を向上するための研

修の企画・実施体制を充実するとともに、

共同学校事務室の設置が事務職員の人員

削減につながることのないよう、基本的

に一校に一人以上の事務職員の配置を確

保すること。 

 

 

○義務教育諸学校等の体制の充実及

び運営の改善を図るための公立義務

教育諸学校の学級編制及び教職員定

数の標準に関する法律等の一部を改

正する法律案に対する附帯決議 

 

平成二十九年三月二十三日 

参議院文教科学委員会 

 

政府及び関係者は、本法の施行に当

たり、次の事項について特段の配慮を

すべきである。 

 

一、学校現場を取り巻く課題が複雑困難

化し、教職員の長時間勤務が常態化して

いる実態を踏まえ、教職員の働き方改革

を実現するとともに教育の質を更に高め

ていく観点から、教職員定数の計画的な

改善に努めること。また、いじめ対策や

貧困による教育格差の解消など、学校が

対応しなければならない新たな教育課題

が増大している実態に鑑み、児童生徒に

対するきめ細かで質の高い教育を実現す

るため、必要かつ十分な数の加配教職員



が配置できるよう定数を確保すること。 

 

【中略】 

 

七、事務職員の職務に関する規定の見直

しや共同学校事務室の制度化の意義につ

いて、地方公共団体に対し周知徹底する

こと。その際、事務職員が一定の責任を

持って主体的、積極的に学校運営に参画

することにより、学校の機能強化が図ら

れる点について理解を得るよう努めるこ

と。また、事務職員が学校運営に関わる

職としてその専門性を向上するための研

修の企画・実施体制を充実するとともに、

共同学校事務室の設置が事務職員の人員

削減につながることのないよう、基本的

に一校に一人以上の事務職員の配置を確

保すること。 

 

 



年度 平29～30 平31・令元(2019) 令２(2020) 令３(2021) 令４(2022) 

共
同
学
校
事
務
室 

ぬっくんくｍ 

小中学校における共同学校事務室設置に向けた工程表 

京都式チーム
学校推進校に
よる実践研究 

京都式チーム学校推進校による実践研究を 
全教育局に拡大（５地域）、実践交流会開催 

小中事務研と連携した取組 

◆共同学校事務室の先行設置 

◆共同学校事務
室の設置拡大 

先進事例講演会 

管理規則モデル作成 

◆共同学校事務室の設置拡大 

★モデル共同学校事務室の提示 
 

★全市町で設置促進の気運醸成 

★全市町で設置 

★研究開始 

【資料５】 



【資料６】 

〈参考様式〉 

 

文 書 番 号  

令和 年 月 日  

 

 京都府教育委員会 様 

 

 

 ○○市町（組合）教育委員会   

 

 

共同学校事務室の室長及び職員の任命について 

 

 

 下記の職員を共同学校事務室の室長及び職員に任命したいので同意いただき

ますようお願いいたします。 

 

 

記 

 

１ 共同学校事務室名 

 

 

２ 共同学校事務室の設置校 

 

 

３ 室長及び職員   

 所属校 職名 氏名 

室長    

職員    

職員    

職員    

職員    

職員    

 



【資料７】 

 

 

京都式チーム学校推進校（共同学校事務室実践研究）一覧 

 

 

○京都式チーム学校推進校 

教育局名 推 進 校 指定年度 

 

乙 訓 

 

 

西ノ岡中学校ブロック 

   向日市立西ノ岡中学校 

        第２向陽小学校 

        第６向陽小学校 

 

平成 31年度～ 

 

 

 

山 城 

 
 

木津南中学校ブロック 

   木津川市立木津南中学校 

         梅美台小学校 

         州見台小学校 

 

平成 30年度～ 

 

 

 

南 丹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南丹市（全域） 

日吉・美山ブロック 

  南丹市立美山小学校 

        殿田小学校 

      胡麻郷小学校 

      殿田中学校 

      美山中学校 

園部・八木ブロック 

  南丹市立園部小学校 

      園部第二小学校 

      八木西小学校 

      八木東小学校 

      園部中学校 

      八木中学校 

      桜が丘中学校 

 

平成 31年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中 丹 

 

 

 

何北中学校ブロック 

   綾部市立何北中学校 

        物部小学校 

        志賀小学校 

 

平成 29年度 

～ 

平成 30年度 

 



 

中 丹 

 

 

 

大江中学校ブロック 

   福知山市立大江中学校 

        美河小学校 

         美鈴小学校 

       有仁小学校 

 

平成 31年度～ 

 

 

 

 

丹 後 

 

 

 

 

網野中学校ブロック 

   京丹後市立網野中学校 

         網野北小学校 

         網野南小学校 

       橘小学校 

       島津小学校    

 

平成 31年度～ 

 

 

 

 

 

 

○指導教官（学校支援アドバイザー） 

氏  名 現  職 担当校 

木岡 一明 
名城大学 

教授 

・向日市立西ノ岡中学校ブロック 

・木津川市立木津南中学校ブロック 

（平成30年度のみ） 

・南丹市（全域） 

・綾部市立何北中学校ブロック 

竺沙 知章 

京都教育大学大学院

連合教職実践研究科

教授 

・木津川市立木津南中学校ブロック 

・京丹後市立網野中学校ブロック 

大野 裕己 

滋賀大学大学院 

教育学研究科 

教授 

・綾部市立何北中学校ブロック 

・福知山市立大江中学校ブロック 

 


